液化石油ガス事故の第三者被害救済事業運営規程
第1条 （目　的）

一般財団法人全国ＬＰガス保安共済事業団（以下「事業団」という）は、定款第４条第１項第２号に基づき、液化石油ガス（以下「ＬＰガス」という）事故の第三者被害救済事業（以下「本事業」という）を行うこととし、ＬＰガスの事故によって人身被害を蒙った第三者に対し、見舞金を給付し救済する。
第2条 （救済見舞金の性格）
　本救済見舞金は、事業団が一定の条件に合致すると判断した第三者被害に対し給付するものであって、当該第三者に給付請求権を認めるものではない。

第３条（救済の対象となるＬＰガス事故）

　本事業は、原則として液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に規定する一般消費者等の消費先において、ＬＰガスを使用する者の故意または過失によりＬＰガスの漏洩に起因して火災爆発を生じ、あるいはＬＰガスの不完全燃焼等が発生し、それらの事故によって第三者が人身被害を蒙った場合において、その第三者を救済の対象とする。但し事故の原因が自然変象、内乱、暴動等不可抗力による場合を除く。

第４条（救済の対象となる第三者の範囲）

　救済の対象となる第三者とは、原則として前条のＬＰガス事故の原因に責任のある者以外の者をいう。

第５条（救済見舞金給付の条件）

　本救済見舞金は、原則として前条の第三者を救済する必要がある場合、当該第三者に対し給付するものとする。

　ただし、死者、重傷者、軽傷者に係る人的被害の分類については、経済産業省の定めるところによる。
第６条（救済見舞金の額）

　本救済見舞金の額は、被害第三者１人当たり　最高１００万円を給付限度とする。

第７条（運営委員会）

　事業団本部に、ＬＰガス事故の第三者被害救済事業運営委員会（以下「運営委員会」という）を設け、本事業の適正な運営をはかる。

第８条（審査委員会）

　事業団本部に、ＬＰガス事故の第三者被害救済見舞金審査委員会（以下「審査委員会」という）を設け、救済見舞金の対象事故、対象第三者の範囲、給付条件、金額について適正に給付が行われるように審査を行う。
第９条（本事業運営の財源）

　本事業の運営に要する費用は、事業団公益目的事業会計に計上する予算をもって充てる。

第10条（運営の実施細則）

　この規程に基づく具体的運営の細部については別に定める。

第11条（本規程による救済実施の時期）

　本規程は昭和53年10月１日より実施する。

　改正：平成22年４月１日より実施する。
　改正：平成24年4月1日より実施する。
改正：平成28年５月24日より実施する。
